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東アジア福祉国家論の視角──今なぜ、何を、どのように研究するのか 

 
 
Ⅰ 研究の文脈と戦略 
 
１．今なぜ研究するのか（関心） 
 
・ 世界銀行：1990 年代に「社会保護」の重要性を認識。貧困削減を主題とする『世界開
発報告 1990』。旧社会主義国における社会保障財政の危機→支出削減と対象選定
（targeting）の強化を勧告。1997-98年の金融危機→東アジア諸国に対して社会的保護
のための融資。融資のための分析枠組みが必要になる。世銀内に「社会保護」部門設立

（1996 年）→同・東アジア太平洋部門設立（1999 年）。Towards an East Asian Social 

Protection Strategy（1999年）などの報告書。 
 
・ バース大学：1999年から 2001年にかけて「開発の文脈における社会政策」研究プロジ
ェクト。社会政策（先進国の福祉研究）と開発研究（途上国の福祉研究）の分業打破を

めざす。Esping-Andersen の「福祉レジーム」論の先進国以外への応用（ほかに
Jacobs[1998], Holliday[2000], Hort&Kuhnle[2000], Ramesh&Asher[2000]など）。Ian 
Gough教授はＡＳＥＭ（アジア欧州会合）・世銀のセミナー「新しい社会政策課題への
教訓──東アジアの社会経済危機を超えて」（2000-01年）にも参加。 

 
・ コメント： 
① 世銀やＡＳＥＭといった国際機関・国際会議の関与によって、東アジアを範囲とする社

会政策を議論する根拠が生じた（cf.ＥＵ社会政策）。 
② 社会政策学の立場からは、先進福祉国家の比較研究の蓄積を生かすべきである。 
③ 社会学の立場からは、世銀やＡＳＥＭの関与そのものも研究対象にする必要がある（方

針の変化、各国の政策への影響、国際社会政策の正統性の問題など）。 
④ 日本のアジア政策という観点からは、世銀やＥＵとならんで（とは別に？）どのような

関与が可能か（cf.井口[2000]）。 
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２．何を対象とするか（概念） 
 
・ 世界銀行：「社会保護（social protection）」：①社会的セイフティネット、②労働市場政
策、③年金、を含む概念（保健・教育は他の部門が担当）。これを「社会的リスク管理

（social risk management）」という観点から位置づける。社会的リスク管理は、社会
保護だけでなく、市場・世帯・共同体などによっても担われる。リスク対策・リスク緩

和だけでなく、リスク予防にも取り組む。 
 
・ バース大学：「脱商品化（de-commodification）」？、「人間の基本的必要（basic human 

needs, ＢＨＮ）」？ Wood[2001]は「脱商品化」概念を批判（脱商品化概念は、①合
法政府の存在と②労働市場の浸透を前提している。つまり、民主主義と資本主義が不完

全な国では脱商品化概念は有効ではない）。しかし、Esping-Andersenの「福祉レジー
ム」論は依然として有効であるとする。 

 
・ コメント： 
① 社会保護≒脱商品化、社会的リスク管理≒福祉レジーム？ 
② 社会保護・脱商品化・ＢＨＮのいずれも、何が適切な水準かという問いには答えない。 
③ 脱商品化概念を除いた福祉レジーム論は、たんなる福祉ミックス論ではないのか。 
④ 脱商品化だけが福祉の唯一可能な定義というわけではない。しかし、資本主義と民主主

義に関連づけて定義する必要はあるのではないか。社会政策に関するポランニ≒大河内

一男的理解とＴ.Ｈ.マーシャル≒高田保馬的理解の接合？ 
 
３．どのように説明するか（命題） 
 
・ 世界銀行：東アジア太平洋部門の対象国は、新興市場諸国（韓国・タイ・インドネシア・

マレーシア・フィリピン）・移行経済諸国（中国・ベトナム・モンゴル・ラオス・カン

ボジア）・太平洋島嶼諸国（パプアニューギニア・フィジー・サモア・ソロモン諸島…）。

経済危機以前は①急速な経済成長と②家族の紐帯がセイフティネットの役割を果たし

ていたので、政府は公的な社会保護制度を導入する動機をもたなかった。しかし、高齢

化・都市化・グローバル化・民主化などの構造変化によって、社会的リスク管理の再設

計が必要になっている、という説明。 
 
・ バース大学：Gough[2000c,d]の対象国は、韓国・マレーシア・タイ・フィリピン、イン
ドネシア。Holliday[2000]の「生産主義（productivist）」モデル説（日本・韓国・台湾・
香港・シンガポール）を拡大適用。生産主義モデルにおいては、社会政策は経済成長と

いう至上命題に従属しており、社会支出は国家建設・正統化・生産的投資の戦略の一部
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として初等教育と保健医療に集中されてきたという。さらに、東南アジアの福祉レジー

ムを規定する変数として、企業（多国籍企業・華人系企業が多い）、市民社会（権威主

義体制）、労働組合（弱体・分断・従順、抑圧から規制緩和への飛躍）、農業部門（その

比重が大きい）、国家の正統化（特定階層の優遇）、経路依存性（植民地時代の遺産）な

どを指摘している。 
 
・ コメント： 
① 世銀の機能主義的説明と Gough の政治経済学的説明、いずれも東アジア内部の多様性
について説明する命題にはなっていない。Esping-Andersenとの違い。 

② 社会的リスク管理論≒福祉ミックス論をとっているため、どのような再設計がどのくら

い必要なのか明示できない（cf.日本型福祉社会論）。 
 
４．どのような処方箋が導かれるのか（政策） 
 
・ 世界銀行：実際に進行しているのは、中国・ベトナムにおける労働市場改革、韓国にお

ける社会的セイフティネット改革、中国・マレーシアにおける年金制度改革など。 
 
・ バース大学：「東アジア諸国は、この〔初等教育や保健医療への投資という生産主義モ

デルの〕伝統の上に、市民権に基づく普遍的給付を、中等教育や医療や一定の現金給付

にまで拡張すべきである。社会保険や選別主義的給付は、部分的な手段として活用する

のはよいとしても、なるべく避けるべきである。……資源が限られている現状では、現

金給付よりも現物給付（保健・教育・家族支援・住宅）を優先すべきである。都市化と

核家族化が進むなかでは現金給付も拡大しなければならないだろうが、中期的に見れば

現物給付のほうが、経済競争力と、必要充足や社会正義との双方に寄与するところが大

きいだろう。」（Gough[2000c:19]） 
 
・ コメント： 
① 多様性を説明する命題（３）が欠けているため、政策処方箋の総論は天下り的になり、

各論は場あたり的になってしまう。 
② 「画一アプローチ」（ one-size-fits-all approach）でも「国別アプローチ」
（country-specific approach）でもない処方箋を比較研究から導くことはいかにして可
能か。 

③ あるいは、天下り的な画一アプローチと場あたり的な国別アプローチの組み合わせが、

今のところ最も現実的な処方箋なのかも知れないが。 
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Ⅱ 台湾の国民年金論議・素描 
 
１．問題意識 
 
・ 福祉国家理念の輸出。国家を単位とせざるをえない。 
・ 後発民主主義国の福祉国家形成。 
・ グローバル化のなかでの福祉国家形成。 
・ 試金石としての台湾。 
 
２．権威主義体制の遺産 
 
・ マクロに見た台湾の福祉国家。 
図１（p.8, 一人あたり GDP×GDP比社会保障支出）：「経済発展に比べて社会保障は未
発達」。しかし、高齢化が進んでいないことである程度まで説明がつく。 
図２（p.8, 高齢化率×GDP比社会保障支出）：離陸寸前か？しかし、社会保障支出の増
加は自然現象ではない。 
図３（p.9, 社会福祉支出の推移）：1988年から増加。1997年以降は停滞。 

 
・ 徐立德・行政院副院長（1993年当時）の言葉。「われわれの福祉政策は外国の発展過程
と同じではない。《無から有へ》ではなく《有から変へ》である」［林彦伶 1998:125］。 

 
・ 国家コーポラティズムによる社会集団の包摂→工業化に先立って社会保険制度を導入

（上村 1999）。「軍公教福利」（盧政春 1995）。しかし、労工保険もしだいに拡大。図４
（p.9, 就業人口に占める被保険者の割合）。 

 
３．民主化と国民年金 
 
・ 民主化→老人年金が選挙の争点となる（1992年から）。表１（p.10, 選挙と老人年金）。
しかし、地方レベルの老人年金は長続きせず。 

 
・ 全国レベルでは、「中低収入戸老人生活手当」（1993年 7月実施。受給者 19万人）と「老
年農民福利手当」（1995年 6月実施。受給者 59万人）。表２（p.11, 現在の高齢者所得
保障制度）。権威主義体制の遺産としての社会保険の分立と、公約合戦の遺産としての

各種手当の乱立。対象外の 68 万人（65 歳以上の高齢者のうち）、400 万人（現役世代
のうち）。 
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・ 行政院経済建設委員会による国民年金制度の立案。①1993 年 11 月、検討開始→1995
年 5月、第一草案→同年 3月の全民健康保険の実施と重なり延期。②1996年 11月、検
討再開→1998年 6月、第二草案→1999年 9月 21日大地震発生のため、震災復興を優
先して延期。 

 
４．政権交代と国民年金 
 
・ 2000 年 3 月の総統選挙で政権交代が実現。陳水扁総統（民進党）の公約「三三三安家
福利方案」。①65歳以上の高齢者に毎月「３」000元の老人手当、②「３」歳以下の幼
児に無料医療、③青年層（20～40歳）に「３」％の低利住宅ローン。 

 
・ 行政院経済建設委員会による二つの案（2000年 8月）。①甲案（儲蓄保険案。個人口座
方式８割と保険方式２割）、②乙案（平衡基金案。税方式）。激しい議論、官僚の辞任騒

動（旧官僚対新政府、専門家対政治家？）。陳水扁総統の「経済発展優先、社会福祉延

期」宣言（2000年 9月 16日）。 
 
・ 現在は「社会保険制」（国民党版）「平衡基金制」（民進党沈富雄立法委員版）「儲蓄保険

制」（個人口座版）の三つの案がある。いずれにしても、2001年 12月の第 5回立法委
員選挙に向けて政治経済は不安定。 

 
５．困難の理由──遺産と環境 
 
・ 内的要因：「制度進化の経路依存性」問題。権威主義体制の遺産としての社会保険の分

立と、民主化の遺産としての各種手当の乱立が、統一的な国民年金制度の実施を難しく

している。「遺産」への着目。 
 
・ 外的要因：「グローバル化と福祉国家」問題。先進諸国やラテンアメリカ諸国が福祉国

家形成を進めた時期と現在とでは、国際政治経済の環境が全く異なる。「環境」への着

目。 
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